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要　旨

本研究では，単一の財を販売する小売店の集合である

商店街と複数の財を単一の経営主体が販売するショッピ

ングセンターが立地する空間システムにおいて，ポイン

ト割引制度が家計の買い物行動圏の構造に与える影響を

分析する．商店街では販売する財の価格が分権的に決定

されるのに対して，ショッピングセンターでは，集権的

に価格が決定される．このときの価格設定ゲームは囚人

のジレンマの構造となり，均衡解はパレート劣位となる．

その結果，社会的に非効率な買物行動圏が生じることを

明らかにする．さらに，ポイント割引制度の導入によっ

て，囚人のジレンマの状況が解消され，社会的最適な買

物行動圏が実現することを示す．
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1 はじめに

1998年にまちづくり三法（中心市街地活性化法，改正都市計画法，大店立地法）

が制定されて以来，中心市街地問題に関してさまざまな取り組みが実施されてき

たにもかかわらず，中心市街地の衰退傾向は依然として歯止めがかからない状況

にある1)．一方で，都市の郊外に立地する大規模なショッピングセンター（shopping

center：以下SC）に多くの消費者が集中する傾向にある．消費者は乗用車を利用し

て買い物に行くために，SC周辺で渋滞が生じることも少なくない．買い物を行う

消費地へのアクセスの容易さという観点からすれば，中心市街地は駅周辺に立地

しているため，必ずしもSCと比較して不利な立場にあるとは言い難い．それにも

かかわらず，渋滞に巻き込まれる費用や駐車スペースの空き待ちをするほどの費

用を支払ってまでも，家計がSCで買い物をすることは，社会的な資源配分の観点

からも必ずしも望ましくない可能性がある．

本研究では，家計が一回の買い物で複数の財を購入するような多目的購買行動

を前提としたとき，社会的に非効率な買い物行動圏が生じる可能性があることを

理論的に示す．家計が一回の買い物で複数の財を購入するとき，ある一つの財の

価格が割り引かれれば，買い物に行ったついでに，必要な他の財も同時に購入しよ

うとするであろう．したがって，ある一つの財の価格戦略は，その財の需要のみな

らず，同じ消費地で販売されている他の財の需要にも影響を与えるという需要の

外部性が存在している．

このような現実的な状況において，SCでは単一の運営主体が多くの財を同時に

販売しており，すべての財の価格を集権的に決定することができる．一方，商店街

では多くの財が販売されているものの，これらの財の価格は，それぞれの専門の

小売店が分権的に価格の設定を行っている．そのため，商店街では各小売店が財

の販売価格を決定する際に，他の財の需要に与える外部性を内生化することがで

きない．この結果として，財の価格が分権的に決定される商店街の商圏はSCの商

圏よりも小さくなる上に，社会的に非効率な買い物行動圏が実現することが示さ

れる．さらに，商店街全体が交渉を行った上で，ポイント割引制度の導入すること

で，上述の外部性を内部化することが可能になり，社会的効率的な買い物行動圏

が実現することを示す．

以下，２．では，既存の研究について整理した上で，本研究の基本的考え方を示
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す．３．では，SCと商店街が立地する都市システムにおいて家計が多目的購買行

動を行う基本モデルを定式化する．４．では，社会的最適な買い物行動圏を示した

上で，基本モデルで生じる買い物行動圏が社会的に非効率であることを示す．さ

らに，非効率な買い物行動圏が生じるメカニズムについて考察する．５．では，ポ

イント割引制度モデルを定式化することで，社会的に効率的な買い物行動圏が実

現できることを示す．最後に６．では，本研究を取りまとめるとともに，今後の課

題を示す．
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2 本研究の基本的考え方

2.1 既存の研究概要

中心市街地の衰退が顕在化してきた理由として，都市における家計の買い物行

動が，近年になり大きく変化したことが指摘されている2)．特に郊外におけるSCへ

消費者が集中し，混雑や渋滞問題が生じる一方で，中心市街地における商店街で

買い物をする消費者は少ないといった問題が，さまざまな都市で顕在化している．

このように衰退した商店街では，業務を断念せざるを得なくなった店舗も少なく

なく，このような商店街は，シャッター通りとも呼ばれるようになった．このよう

な現象が発生するメカニズムについては，これまでにも研究が行われている3)．

Eaton and Lipsey4)は，家計が商品の購入に出かける際に，いくかの商品をまとめ

て購入する多目的購買行動に着目し，ショッピングセンターのような商業集積が

生じるメカニズムを明らかにした．多目的行動には，範囲の経済性（economies of

scope）が働く．すなわち，個々の商品の購入を相互に離れた別々の店で購入するの

ではなく，1ヶ所で購入することは，時間と手間の節約になる．このように1ヶ所で

必要な買い物を済ませることは，ワンストップ・ショッピング（one-stop shopping）と

呼ばれる5)．Eaton and Lipseyのモデル（ELモデル）では，ワンストップ・ショッピン

グ行動が小売業の集積化を引き起こすメカニズムを記述するために，消費者の購

入頻度や販売価格を外生的に与えている．本研究においても，家計のワンストッ

プ・ショッピング行動に着目しているが，ELモデルが集積のメカニズムを内生的に

説明しているのに対して，本研究では小売業の集積については外生的に与えてお

り，商店街の小売店の販売価格戦略に着目する．

都市空間上で商業地の位置を所与として，都心商業地と郊外商業地の商圏が決

定するメカニズムを分析した研究には，後藤ら6)がある．後藤らは，中心商業地の

商圏が，郊外商業地と都心商業地からなる商業地システムを考え，各主体からな

る市場の均衡は必ずしも最適な商圏とならないことを示し，各商業地の駐車場料

金を政策的に変化させることによって，社会的最適な商圏を達成できることを示

している．また，買い物行動に関する実証分析も蓄積が進んでいる7)Ä9)．

本研究では，商店街における多様な財の価格設定のコーディネーションを実現す

るためのツールとしてポイント割引制度に着目する．ポイント割引制度に関する

研究では，そのロックイン（囲い込み）効果について指摘した文献がある10)．ロッ
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クイン効果とは，家計が継続的にある財の購入を行う場合に，店舗側が家計の消

費行動に応じてなんらかの割引制度やサービスを提供することによって，乗り換

え費用が高まり，容易に他の財やサービスに乗り換えることができなくなること

を指す．本研究で考えるのは，家計の継続的な消費行動ではなく，一回の財の消費

に限るために，ポイント割引制度がもたらすロックイン効果についての機能では

なく，ポイント割引制度によって，商店街内でコーディネーション（本研究では，財

の価格決定戦略における協力関係）を可能にするといった機能に着目する．

2.2 家計の多目的購買行動と囚人のジレンマ

家計が買い物をするとき，しばしば一回の買い物行動で一度に複数の財を購入

する．特に，家計が日用品を購入する際に，乗用車を用いれば，一度にさまざま

な財を購入し持ち帰ることができる．このような家計の行動を多目的購買行動と

呼ぼう．仮に，いま家計が必要とする財を販売している商業地として複数の選択

肢に直面するとき，どの商業地で買い物を行うかを決定する．家計が買い物を行

う際の多目的購買行動という性質を考慮すれば，一つの商品の販売価格だけでは

なく，購入しようとするすべての商品の販売価格の和と交通費用を勘案した上で，

買い物をする商業地を選択する．このとき，ある商業地における財の販売価格は，

その商品に対する需要のみならず，家計の商業地選択にも影響を与える．その結

果，ある商業地における一つの財の販売価格決定は，その他の財の需要にも影響

を与えることになる．

例えば，いま複数の小売店で構成される商店街において，ある一種類の財を販

売する小売店が販売価格の値引きを実施する状況を考えよう．この小売店が財を

販売価格を下げたことにより，その他の商業地で買い物をしていた家計の一部は，

この商店街で買い物する方が魅力的となる．その結果，値下げを行った小売店に対

する需要は高まる．ただし，小売店が値下げを行った効果は，これだけにとどまら

ない．なぜならば，ある小売店の値下げにより，商店街で買い物を行う家計が増加

する．家計が複数の財を購入する目的で買い物をするとき，わざわざ他の商業地

まで移動してまで，値下げされなかった財を買いに行くことはないであろう．この

ように，商店街における小売店が値下げを行ったとき，これにより商業地を乗り換

えた家計が，商店街で販売されるその他の財の需要増大にも貢献することになる．

このような効果を需要の外部性と呼ぶ．
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商店街の小売店舗は一般に店舗の大きさに関する制約や，技術的な制約を持っ

ており，大型店舗と比較すると扱える財の種類が少ない．そのため，商店街におい

て販売されているさまざまな種類の財の価格は，分権的に決定されている．需要

の外部性が存在するとき，商店街においてさまざまな種類の財を小売店が個別に

販売し，販売価格を決定すれば，上述の需要の外部性を内部化することができな

い．すなわち，ある小売店が財の販売価格を値下げすることによって，他の小売店

の利潤が増大する効果を享受することができないために，商店街全体の利潤を最

大化するような販売価格戦略を実現することができない．このようなゲーム的構

造は囚人のジレンマゲームと同じ構造を有していることが後に示される．

商店街では財の価格が分権的に決定されるのに対して，SCは単一の経営主体が

多岐にわたる種類の財を販売しており，すべての商品の価格を集権的に決定する

ことができる．このため，商店街の小売店が販売する財の需要のみを考慮に入れ

た価格設定を行うのに対して，SCではむしろ家計の商業地選択行動を考慮に入れ

たSC全体の利潤最大化を目的として，多様な財の販売価格を同時に決定できる．

このような商店街における分権的な価格決定メカニズムは，実現する買い物行

動圏に影響を与える．SCでは商業地全体の利潤最大化を実現することができるの

に対して，商店街では商店街全体の利潤最大化戦略を実現することが困難となる．

すなわち，商店街はSCと比較して，分権的価格決定という価格競争力が不利とな

る構造を内在している．その結果，SC側には過大な，商店街側には過小な買い物

行動圏が実現する可能性がある．

2.3 ポイント割引制度の効果

ポイント割引制度とは，ある発行主体がポイントを家計に対して発行し，家計

がそのポイントを使うことで，なんらかの割引サービスを受けることのできる制

度の総称である．割引額が記載された紙面の形態で発行されるもの，会員カード

などによって電子的にポイントの管理をするものなど，ポイントの発行方式は多

岐にわたり，ポイント割引を用いることで家計が得ることのできるサービスも多

様である．これらのポイントは，任意の市場で用いることができるということは

通常なく，利用可能な範囲は発行主体によって限定されていることがほとんどであ

る．本研究では，ポイント割引制度が商店街における価格のコーディネーションを

実現させる役割を果たしうることを指摘する．
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上で述べたような，ある小売業の販売価格戦略が他の小売業の需要や利潤に影

響を及ぼす場合には，囚人のジレンマ的状況が生じ，均衡解は必ずしもパレート

効率的にならない．囚人のジレンマ的状況から協力解へのパレート改善を実現す

るためには，協力的枠組みを維持するための何らかの制度的枠組みを必要とする．

本研究では，このような囚人のジレンマ的状況における協力解を維持するための

仕組みとして，ポイント割引制度を位置づける．

2.4 本研究の分析範囲

本研究では，商店街とSCが存在する都市空間における家計の買い物場所の商業

地選択行動に焦点を当てている．ここで，商店街とSCの特徴について整理してお

こう．まずSCについては，国際ショッピングセンター協会（International Council of

Shopping Centers： ICSC）が次のように定義している5)．

SCとは，一体（single property）として計画，開発，所有，運営される小

売店舗およびその他の商業施設の集合体であり，専用駐車場も有して

いるものをいう．SCの規模や性格（orientation）は，SCが想定する商圏

の市場特性によって決定される．

この定義の中で本研究では，SCが一体として所有，運営されるという点に着目

する．SCはデベロッパーによって一体的に所有・運営される．これに対して，商店街

でも共同売出しやイベントが行われるが，そのつながりはせいぜい組合の事業に

とどまり，原則的に商店街では小売業者が自立的に行動する．これに対して，SC

では契約によってお互いの権利・義務を確認しており，SC全体の活性化のための施

策を講じている5)．言い換えれば，SCでは，SC全体の利益を最大化する集権的意思

決定構造が備わっているのに対して，商店街では，基本的にはすべての決定が各小

売業者の決定に委ねられている分権的意思決定構造となっている．

もちろん，SCと商店街との本質的差異として，商品の多様性の違いや規模の大

きさといった要因も挙げられる．しかし，本研究では，SCと商店街における意思決

定構造の違いが経済的帰結に与える影響を分析するために，その他の要因につい

ては同じ条件であることを前提とする．

本研究では，家計が多目的購買行動を行うことを前提として，商店街に行くか

SCに行くかという買い物行動を決定する．このとき，家計は商店街およびSCで販
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売されている財がまったく同質であることも知っている．また家計は，いずれかの

消費地まで買い物行動を行った上で，対象としている財を必ず購入することを前

提として議論を行う．そのため，本研究が想定している財は買い回り品よりはむ

しろ最寄品として解釈することができる．したがって，SCや商店街にもさまざま

なタイプが存在するが，本研究ではネイバーフッドセンター（Neighborhood Centers:

NC）やコミュニティセンター（Community Centers: CC）のように，近隣の消費者に対

する最寄品の販売を目的とするようなSCを想定している．また，本研究で示すモ

デルでは，商業地システムにおける商店街およびSCの立地地点を外生的に与えて

いる．したがって，商店街やSCが，その地点に集積しているメカニズムを明示的に

考慮しているわけではない．

以上のような考え方をもとにして，ポイント割引制度を導入しないときの市場

均衡を基本モデルとして定式化し，次に定式化するポイント割引制度を導入した

ときの市場均衡モデルと比較することによって，ポイント割引制度を導入するこ

との有用性を検証することにする．
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3 基本モデル

家計，商店街小売店舗2店舗，SCからなる市場均衡を考える．財の価格を各店舗

が決定すると，市場均衡の状態で家計の買物行動が決定する．基本モデルでは，後

向き帰納法により，各主体の意思決定の順番とは逆に，まず財の価格を所与とし

たときの家計の行動を定式化し，その家計の行動を所与としたときの各店舗の価

格決定行動を考える．

3.1 モデルの前提条件

まず，ポイント割引制度が導入されていない場合をベンチマークとするために，

以下のような空間を考慮した 2財モデルを考える．図－１に示すような1次元商業

地空間システムÇ = fíjí2 [0; 1]gを仮定し，この空間上に財の消費主体である家計が

一定の密度1で一様かつ緻密に分布するとしよう．点í= 0には財1を販売する商店

街小売店舗1と財2を販売する商店街小売店舗2の2つの小売店舗で構成される商店

街が立地している．また点í= 1には財 1と財2を同時に販売する 1つのSCが立地し

ている．ここで想定した都市システムは現実の市場を過度に簡略化したものであ

るが，より複雑な都市システムを想定したとしても，本論文で展開する議論は本質

的に変化しない．空間システム上に居住する家計は，商店街（í= 0）かSC（í= 1）

までトリップを行い，財 1および財2を購入する．財1，2ともに非分割財であるもの

とし，2単位以上の財の限界効用はゼロであるとする．家計が買物のためにトリッ

プを行うにあたり，交通費用が発生すると考える．また，空間システム上のすべて

の家計の効用関数は同質であるものと仮定する．

いま，取引される財の品質については，すべて同じであるものと考える．さら

に，流通市場は完全競争的であるものと仮定し，また財1単位を仕入れるための限

界費用も商店街小売店舗，SCともに同一であると考える．また，店舗の維持に要

する固定費用はかからないと仮定する．

3.2 家計行動の定式化と需要関数の導出

家計の効用は財の購入価格と買物トリップのための交通費用に依存する．交通

費用は買い物のためのトリップを行う距離に依存して，単位距離Åíの移動のため

に，tÅíの一般化費用がかかるものとする．ここに tはある定数である．したがって，

各商業地から遠ざかるほど，各家計の効用水準は低下する．家計は各自の効用を
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最大にするような商業地を択一的に選択すると考える．このとき，空間システム

上には，商業地選択行動が分岐する地点 r (0 î r î 1)が存在する．すなわち，地点

í2 [0; r]に居住する家計は商店街を選択し，í2 (r; 1]に居住する家計はSCを選択

する．

地点í2 [0; r]の家計が商店街で買い物することにより獲得する間接効用をV s(í)，

地点í2 (r; 1]の家計がSCで買い物することにより獲得する間接効用をV l(í)と表す．

地点íに居住する家計の間接効用関数を次のように定義する．

V s(í) = max[u1 Ä p
s
1; 0] + max[u2 Ä p

s
2; 0]

+ Y Ä tí (0 î íî rのとき) (3.1)

V l(í) = max[u1 Ä p
l
1; 0] + max[u2 Ä p

l
2; 0]

+ Y Ä t(1Äí) (r < íî 1のとき) (3.2)

なお，Yは所得，ui (i = 1; 2)は財 iの留保価格（限界効用），psiおよびp
l
iはそれぞれ

商店街，SCにおける財 iの販売価格である．上付きの添字の sは商店街を示してお

り，lはSCを示している．式 (3.1)，(3.2)の右辺第1項および第2項は，家計が財 iの販売

価格が留保価格uiを下回るときに財 iを購入することを示している．また，式 (3.1)，

(3.2)の右辺第 4項は，地点íに居住する家計がそれぞれの商業地までトリップを行う

ために必要となる一般化費用を表す．ここでは

u1 + u2 ï p
k
1 + pk2 + 1 (k = s; l)

u1 ï p
k
1 (k = s; l)

u2 ï p
k
2 (k = s; l) (3.3)

が成立している状況を考える．この条件により，空間システム上に居住するすべて

の家計が，商店街かSCのいずれかの商業地に買い物に行き，財 1，2ともに購入す

ることが保証される．家計が効用を最大にするように商業地を選択する場合，各

商業地に対する効用が等しくなるような地点 rÉを境界として，それぞれの商業地

の商圏が確定すると考える．すなわち，商圏の分岐点は

V s(rÉ) = V l(rÉ) (3.4)

を満足するような rÉとして決定される．それぞれの商業地におけるすべての財の

販売価格ベクトルp = (ps1; p
s
2; p

l
1; p

l
2)を所与とし，式 (3.3)が成立するとすると，式 (3.4)
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から t = 1としたときの商圏の分岐点は

rÉ=
P l Ä P s + 1

2
(3.5)

と確定する．ただし，P l = pl1 + pl2; P
s = ps1 + ps2である．また内点解を仮定するため

に，P s Ä 1 < P l < P s + 1を仮定する．商店街の財 iに対する需要関数をDsi (p)，SCの

財 iに対する需要関数をDli(p)で表すと，家計が1次元空間システム上において密度

1で一様に分布しているとき，

Ds1(p) = Ds2(p) =
Z rÉ

0
dí= rÉ

=
P l Ä P s + 1

2
(3.6)

Dl1(p) = Dl2(p) =
Z 1

rÉ
dí= 1Ä rÉ

=
P s Ä P l + 1

2
(3.7)

となる．

3.3 各店舗の価格決定行動の定式化

上述の家計の買い物行動を所与として，商圏の分岐点が地点 rÉに確定するとき，

SCおよび商店街の小売店舗は，財の販売価格を決定する．商店街における店舗

i (i = 1; 2)の利潤は

ôsi = (psi Äwi)D
s
i (p)

=
1

2
(psi Äwi)(P

l Ä P s + 1) (3.8)

と定義される．ただし，wiは財 iの1単位あたりの仕入れ値である．また，SCの利

潤は

ôl = (pl1 Äw1)D
l
1(p) + (pl2 Äw2)D

l
2(p)

=
1

2
(P l ÄW )(P s Ä P l + 1) (3.9)

と定義される．ただし，W = w1 +w2である．財の仕入れ値が商店街小売店舗とSC

で共通であると仮定していることは，各店舗ともに同一の技術で生産された財を

販売していることに他ならない．

以上のような利潤構造のもとで，商店街小売店 i (i = 1; 2)およびSCが販売価格を

戦略集合とした3人ゲームを行うモデルを考える．ただし，SCは財1と 2の両方の
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販売価格を決定することができるのに対して，商店街の小売店 iは，財 iの販売価

格のみしか決定することしかできない．このとき，商店街小売店 iの利潤最大化行

動は

max
psi

1

2
(psi Äwi)(P

l Ä P s + 1) (3.10)

と表される．一階の最適化条件から，

@ôsi
@psi

=
P l Ä 2psi Ä p

s
j + wi + 1

2

= 0 (i 6= j) (3.11)

が得られる．また，SCの利潤最大化行動は

max
pl
1
;pl
2

1

2
(P l ÄW )(P s Ä P l + 1) (3.12)

と表される．ただし，問題の構造からSCの場合，pli î ui (i = 1; 2)を満たす限りにお

いて，販売価格の和P lを意思決定することに他ならない．一階の最適化条件から，

@ôl

@P l
=
P s Ä 2P l +W + 1

2

= 0 (3.13)

を得る．この3人ゲームモデルのナッシュ均衡の販売価格ベクトル，pÉ= (psÉ1 ; p
sÉ
2 ; p

lÉ
1 ; p

lÉ
2 )

は，式 (3.11)，(3.13)を同時に満足する．連立方程式を解くことにより

(P sÉ; P lÉ) =
í
w1 + w2 +

3

2
; w1 + w2 +

5

4

ì
(3.14)

が得られる．このとき商圏の分岐点は，

rÉ=
P lÉÄ P sÉ+ 1

2

=
w1 + w2 + 5

4 Ä
ê
w1 + w2 + 3

2

ë

2
=

3

8
(3.15)

となる．
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4 社会的最適モデル

3で見たように，商店街小売店舗が分権的にしか財の価格を決定できない場合に

は，その決定において各店舗間での協力関係が存在しないために，市場均衡にお

いて，社会的に非効率な状態になっている可能性がある．本章では社会的総余剰が

最大となるような商圏を定式化し，基本モデルの均衡状態と比較する．また，商

店街の集権的価格決定モデルを定式化し，分権的な価格決定戦略を行う商店街小

売店間には，囚人のジレンマが存在し，社会的に最適な商圏は達成できないこと

を示す．

4.1 社会的最適な商圏の分岐点

本研究のモデルでは，すべての家計が非分割財を財1，2ともに 1単位のみ購入す

ることが前提であり，財の生産技術についても単一かつ外生的に与えていること

から，社会的効率性は，家計の交通費用に影響する商圏の分岐点のみに依存する．

本節では，社会的総余剰を最大化する商圏の分岐点を求める．商圏の分岐点が地

点 rのときの社会的総余剰（SS(r)）は，消費者余剰（CS(r)）と，商店街の店舗およ

びSCの利潤の総和，すなわち生産者余剰（PS(r)）との和として定義される．商圏

の分岐点が rのとき，社会的総余剰は，

SS(r) = CS(r) + PS(r)

=
ö Z r

0
V s(í)dí+

Z 1

r
V l(í)dí

õ
+ (ôs1 +ôs2 +ôl)

= u1 + u2 Ä
Z r

0
tídíÄ

Z 1

r
t(1Äí)dí

= u1 + u2 Ä
tr2

2
Ä
t(r Ä 1)2

2
(4.1)

のように表される．したがって，社会的総余剰を rについて最大化する場合，空間

システム上で発生する交通費用を最小化する問題に他ならない．この社会的総余

剰SSを最大とする rÉÉは

@Ö

@r
= t(1Ä 2rÉÉ) = 0

() rÉÉ=
1

2
(4.2)

となり，空間システム上の中間点で商圏が分岐することが社会的に望ましい．と

ころが，3の基本モデルで導出したように，ポイント割引制度を導入しない場合の
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均衡分岐点は rÉ= 3=8である．ポイント割引制度を導入しない場合に生じる死荷重

（Deadweight Loss）DLは，

DL = SS(rÉÉ)Ä SS(rÉ)

=
t

64
(4.3)

となる．

4.2 商店街の集権的価格決定モデル

基本モデルにおける商店街の小売店とSCの本質的相違点は，財の価格決定のメ

カニズムにある．すなわちSCでは財1と2の価格を集権的に決定することが可能で

あるのに対して，商店街ではそれぞれの財を販売する小売店が，分権的に価格を

決定する．そこで，商店街がSCと同様に商店街全体の利潤最大化を目的として，

集権的に価格を決定する場合を考えよう．まず，í= 0に立地している商店街全体

の利潤関数は

Ös =
1

2
(P s ÄW )(P l Ä P s + 1) (4.4)

と表される．基本モデルとは異なり，商店街は価格ps1; p
2
2を集権的に決定すること

ができる．したがって，商店街の利潤最大化行動は，

max
ps
1
;ps
2

1

2
(P s ÄW )(P l Ä P s + 1) (4.5)

と表される．商店街の利潤関数の構造からpsi î ui (i = 1; 2)を満たす限りにおいて，

販売価格の和P sを意思決定することに他ならない．一階の最適化条件から，

@Ös

@P s
=
P l Ä 2P s +W + 1

2

= 0 (4.6)

が得られる．また同様に，í= 1に立地するSCの利潤最大化行動は

max
pl
1
;pl
2

1

2
(P l ÄW )(P s Ä P l + 1) (4.7)

と表される．SCの場合も同様に，pli î ui (i = 1; 2)を満たす限りにおいて，販売価格

の和P lを意思決定することに他ならない．一階の最適化条件から，

@ôl

@P l
=
P s Ä 2P l +W + 1

2

= 0 (4.8)
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が得られる．この 2人ゲームモデルのナッシュ均衡の販売価格ベクトルは，pé =

(psé1 ; p
sé
2 ; p

lé
1 ; p

lé
2 )は，式 (4.6)，(4.8)を同時に満足する．連立方程式を解くことにより

均衡価格は

(P sé; P lé) = (w1 + w2 + 1; w1 + w2 + 1) (4.9)

となる．ただし，P sé= psé1 + psé2 ; P
lé= plé1 + plé2である．販売価格ベクトルp

éの下での

商圏の分岐点は式 (3.5)から

ré=
1

2
(= rÉÉ) (4.10)

となり，社会的最適な商圏の分岐点と一致した均衡解が得られる．以上の分析か

ら，次の命題１が得られる．

命題１　商店街が財の価格 ps1; p
s
2を集権的に決定することができるとき，社会的最

適な商圏が実現する．一方，商店街が ps1; p
s
2を分権的に決定するとき，商店街の商

圏は過小となる．

命題１は，商店街の小売店の価格が分権的に決定されているために，価格設定

がコーディネーションされていれば獲得できたであろう商店街の，潜在的な商圏を

実現することができないことを表している．以下では，商店街の小売店が販売価

格を決定するにあたり，囚人のジレンマ的なゲームに直面していることを示そう．

いま，3.3で求めた市場均衡が成立している状況を考えよう．このとき，商店街

小売店 iの販売価格に対する商店街全体の限界利潤は

@Ös

@psi

ååå
p=pÉ

=
P lÉÄ 2P sÉ+W + 1

2

= Ä
3

8
(4.11)

となる．すなわち，商店街小売店 iが価格を1単位低下させることにより，商店街全

体の利潤は増大する．しかしながら，3.3で求めた市場均衡は商店街の各小売店舗

がそれぞれの価格決定戦略に反応しあった結果であり，各小売店舗はこれ以上財の

価格を変化させようというインセンティブをもたない．したがって，商店街全体の

利潤最大化は達成できない．また，商店街の小売店 iの価格に対する小売店舗 jの
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限界利潤は

@ôsj
@psi

=
@Ös

@psi
Ä
@ôsi
@psi

= (psj Äwj)
@D

@psi

= Ä
psj Äwj

2
(i 6= j) (4.12)

となる．これは，商店街小売店舗 iが財の価格を一単位だけ増加させたときには，

商店街小売店舗 jの利潤が減少することを示しており，商店街には価格決定におけ

る外部性が生じていることがわかる．

再び，商店街モデルに戻り，4.2で求めた均衡価格が成立している状況を考えよ

う．すなわち，péi = psi = pli (i = 1; 2)が成立しているものとする．このとき，

@ôsi
@psi

ååå
p=pé

=
1Ä psi + wi

2
(4.13)

が得られる．ここで前提条件から

@ôsi
@psi

ååå
p=pé

> 0 (4.14)

が得られる．

このように，社会的最適な分岐点をもたらす均衡価格においては，財の価格決定

に協力関係がないとすると，商店街の各店舗は財の価格を増加させることによっ

て利潤を増加させることができるために，均衡価格から逸脱して財の価格を増加

させるインセンティブを持つ．よって各店舗とも社会的最適な均衡状態にとどまる

ことはなく，結果としてパレート劣位な均衡に陥る．すなわち，需要の外部性が存

在するとき，商店街全体として最大の利潤をもたらす均衡状態は，囚人のジレン

マの状況のためにナッシュ均衡解とはなり得ない．したがって，分権的意思決定ス

キームを維持しながら社会的最適な状態を実現するためには，何らかの制度的仕

組みが必要になる．以下では，このようなジレンマの状況を解消するための制度

的仕組みとしてのポイント割引制度を提案する．
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5 ポイント割引制度モデル

4.2では，商店街の各小売店が，分権的に財の価格を決定している以上，その価

格決定が商店街全体に及ぼす外部性を内部化できないことに起因して，社会的に

非効率的な商圏が均衡状態となることが示された．以下では，この外部性を内部

化するための制度としてのポイント割引制度を考える．

5.1 モデルの前提条件

まず，商店街全体で利用可能なポイントを発行するために，商店街の小売店の合

意に基づいて新しいポイント発行主体が設立される．発行主体の設立のための取

引費用や，ポイントを発行するのに必要な費用は0であると仮定しよう．

商店街の小売店舗 i (i = 1; 2)は，それぞれ財の割引額 siを決定し，その割引額を記

載したポイントの発行を発行主体に対して依頼する．ポイント発行主体は全家計

に対して一部だけポイントを配布する．家計は，買い物行動を行うときにそのポ

イントを用いることによって，販売価格psiから siだけの割り引きを受けることがで

きる．商店街小売店 iから発行されたポイントは商店街小売店 iでのみ利用できる．

このポイントは一度しか使用することができない．ここで，商店街小売店は分権

的に割引額 siを決定するのではなく，商店街小売店間で交渉が行われ，集権的に割

引額の合計S = s1 + s2を決定する．一方，発行主体は商店街小売店 iで使用された

ポイント iの割引額面 siに応じて，式 (4.12)で見たように，財の価格変化に対して発

生する外部性の利潤を，もう一方の商店街小売店 j (j 6= i)からpjÄwj
2 siだけ利潤を強

制的に徴収し，商店街小売店 i (j 6= i)にその徴収額を移転する．このように発行主

体は，所得を移転するだけのヴィークルであり，意思決定を行わないために市場の

均衡には影響を与えない．

以上のようなポイント割引制度の下で，各主体が意思決定を行う順序関係を図－

２に示す．この家計の行動を前提として，商店街の小売店はそれぞれの販売価格

とポイント発行量を決定する．

5.2 家計の行動の定式化と需要関数の導出

ポイント割引制度が導入されたとき，地点í2 [0; r]の家計が商店街で買い物する

ことにより獲得する間接効用をV̂ s(í)，地点í2 (r; 1]の家計がSCで買い物することに

より獲得する間接効用をV̂ l(í)と表す．家計には買物行動の事前にポイントが発行
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されており，商店街で買物をすれば財の価格割引を受けることができる．よって，

地点íに居住する家計の間接効用関数は次のように表せる．

V̂ s(í) = max[u1 Ä (ps1 Ä s1); 0] + max[u2 Ä (ps2 Ä s2); 0]

+ Y Ä tí (0 î íî rのとき) (5.1)

V̂ l(í) = max[u1 Ä p
l
1; 0] + max[u2 Ä p

l
2; 0]

+ Y Ä t(1Äí) (r < íî 1のとき) (5.2)

基本モデルと同様に，家計が効用を最大にするように商業地を選択する場合，各

商業地に対する効用が等しくなるような地点 rÉを境界として，それぞれの商業地

の商圏が確定すると考える．すなわち，商圏の分岐点は

V̂ s(rÉ) = V̂ l(rÉ) (5.3)

を満足するような rÉとして決定される．すなわち，

rÉ=
P l Ä P s + 1 + S

2
(5.4)

ここに，S = s1 + s2である．商店街の財 iに対する需要関数をDsi (p; S)，SCの財 iに対

する需要関数をDli(p; S)で表すと，家計が1次元空間システム上において密度1で一

様に分布しているとき，

Ds1(p; S) = Ds2(p; S) =
Z rÉ

0
dí= rÉ

=
P l Ä P s + 1 + S

2
(5.5)

Dl1(p; S) = Dl2(p; S) =
Z 1

rÉ
dí= 1Ä rÉ

=
P s Ä P l + 1Ä S

2
(5.6)

となる．

5.3 商店街小売店舗の価格決定行動の定式化

上述の家計の買い物行動を所与として商圏の分岐点が地点 rÉに確定するとき，商

店街における店舗 i (i = 1; 2)の利潤は，ポイント発行主体による利潤の移転が行わ

れることを考慮すると，

ôsi = (psi Ä si Äwi)D
s
i (p; S)

Ä
1

2
(psi Ä si Äwi)sj +

1

2
(psj Ä sj Äwj)si (i 6= j) (5.7)
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と定義される．実際の時間軸とは逆に問題を考えて，家計の行動を所与としたも

とで商店街小売店は価格について利潤最大化行動をとる．このとき，商店街小売

店 iの利潤最大化行動は

max
psi

1

2
(psi Ä si Äwi)(P

l Ä P s + 1 + S)

Ä
1

2
(psi Ä si Äwi)sj +

1

2
(psj Ä sj Äwj)si (i 6= j) (5.8)

と表される．一階の最適化条件から，

@ôsi
@psi

=
P l Ä 2psi Ä p

s
j + wi + 1 + 2si
2

= 0 (i 6= j) (5.9)

が得られる．連立方程式（5.9）を解くと，

P s =
2P l +W + 2 + 2S

3
(5.10)

が得られる．ここにP s = ps1 + ps2である．

5.4 SCの価格決定行動と商店街小売店舗のポイント発行額の定式化

家計の行動と商店街小売店の価格決定を所与としたもとで，商店街小売店舗は

最適ポイント発行額を決定する．商店街小売店舗は結合利潤をS = s1 + s2の合計額

で最大化する行動をとる．同時にSCは価格について利潤最大化行動をとる．商店

街小売店の結合利潤Ösは

Ös = ôs1 +ôs2

= (ps1 Ä s1 Äw1)D
s
1(p; S) + (ps2 Ä s2 Äw2)D

s
2(p; S)

=
1

2
(P Ä S ÄW )(P l Ä P s + 1 + S) (5.11)

と表せるから，商店街小売店の利潤最大化行動は，

max
S

Ös = max
S

1

2
(P Ä S ÄW )(P l Ä P s + 1 + S) (5.12)

と書ける．一階の最適化条件から，

@Ös

@S
=
P l Ä 2S ÄW + 1

18

= 0 (5.13)
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が得られる．一方SCの利潤は

ôl = (pl1 Äw1)D
l
1(p; S) + (pl2 Äw2)D

l
2(p; S)

=
1

2
(P l ÄW )(P s Ä P l + 1Ä S) (5.14)

と書ける．いままでの議論と同様に，SCは財の価格を集権的に決定できるから，

SCの利潤最大化行動は

max
P l

ôl = max
P l

1

2
(P l ÄW )(P s Ä P l + 1Ä S) (5.15)

と表せる．一階の最適化条件から，

@ôl

@P l
=
Ä4P l + 4W Ä S + 5

6

= 0 (5.16)

が得られる．式 (5.13)，(5.16)を同時に満足する．連立方程式を解くことにより

(P l; S) = (W + 1; 1) (5.17)

が得られる．このとき，

P s =
2P l +W + 2 + 2S

3

=
2W + 2 + 2 + 2 +W

3
= W + 2 (5.18)

となる．商圏の分岐点は，

rÉ=
P lÉÄ P sÉ+ 1 + S

2

=
W + 1Ä (W + 2) + 1 + 1

2
=

1

2
(5.19)

となる．以上の議論より，次の命題2が得られる．

命題2　ポイント割引制度を導入し，ポイント割引額を商店街小売店内で集権的

に決定するとき，商店街小売店舗の財の価格を分権的に決めても商圏は社会的に

最適な規模となる．

ポイント割引額を決定するにあたり，集権的に決定することで，社会的に最適な

商圏を達成できる．集権的にポイント割引額を決定することの意味は，交渉によっ

て商店街小売店間で最適な所得配分を達成できることにある．商店街小売店は同

じ交渉力を持つとすると，割引額の合計を2主体で等分して決定することになる．
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5.5 ポイント割引制度の役割と政策的示唆

4.2で示したように，商店街の小売店は価格決定戦略において，囚人のジレンマ

的なゲームに直面している．3の基本モデルにおける市場均衡では，商店街の小売

店 iが販売価格を下げることにより，商店街全体の利潤を増加させ，また小売店舗

jの利潤も増加させることになる．しかし，分権的に価格を設定する場合には，商

店街小売店 iは小売店 jの利潤増加の効果を考慮に入れない．ポイント割引制度は，

商店街小売店 iの価格設定戦略の外部効果の利潤を商店街小売店 jに移転させるこ

とを強制する一種の制度あるいは契約と位置づけることができる．契約の場合は，

エージェント（代理人）があるタスクを履行することでプリンシパル（依頼人）に

帰属する価値の一部をエージェントに帰属させるための仕組みである．ポイント

割引制度も，一方の商店街小売店の価格決定行動により他方の商店街小売店に帰

属する利潤の一部を強制的に移転させる仕組みという点で，契約と同じ機能を果

たしている．
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6 おわりに

6.1 本研究での成果

本研究では，商店街小売店舗が分権的に価格決定をする際に生じる囚人のジレ

ンマ的ゲームによって生じる非効率性が，商業地システムにポイント割引制度を

導入することで，商店街小売店舗が分権的に価格決定を行っても社会的に最適な

商圏を達成できることを理論的に示した．以下では各章の内容を総括して述べる．

2では，中心市街地問題，家計の多目的購買行動やワンストップ・ショッピングな

どについての既往の研究概要を述べた．商店街，SCについての定義を与え，それ

ぞれの価格決定戦略が異なることを述べた．また本研究の基本的な考え方である，

商店街を構成する小売店舗が直面する囚人のジレンマついての考え方や，本研究

のポイント割引制度の位置づけを述べた．

3では，ポイント割引制度を導入しない基本モデルを定式化し，家計，SC，商店

街小売店舗2店舗からなる市場均衡では，SCが財の価格を集権的に決定するのに

対し，商店街小売店が財の価格を分権的に決定するため，均衡解は社会的に最適

な状態を達成できないことを示した．

4では，社会的に最適な商圏を示し，3の市場均衡において商店街小売店の価格

決定ゲームにおいて囚人のジレンマが発生していることを示し，商店街小売店の

価格決定が分権的である以上は，何らかの制度がなければ社会的に最適な状態を

達成できないことを示した（命題1）．

5では，4で述べた囚人のジレンマを解決するための制度的仕組みとしてのポイ

ント割引制度を提案した．ポイントの発行主体としての第三者機関を考え，ポイ

ント割引の額に応じて，一方の商店街小売店舗の利潤をもう一方の利潤にそれぞ

れ移転するといった仕組みを第三者機関が実行することで，パレート劣位な均衡

状態が改善されることを示した（命題2）．

6.2 今後の課題

本研究で提案した方法論には，いくつか残された課題が存在する．第一に，本研

究で考えたSCと商店街の相違は，価格の意思決定構造のみであり，ここで生じる

外部性は，利潤の移転によって内部化できるが，実際には様々な外部性が生じてい

ると考えられる．よってポイント割引制度だけではパレート効率な配分が達成で



-22-

きるとは考えにくい．第二に，本研究では図－２で示したような時間軸を設定し

ており，SCの財の価格の決定は，商店街小売店のポイント発行額の決定と同時に

行うと仮定しているが，これらの意思決定の時間軸を変化させたときの考察も一

考の余地があることを記しておく．
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